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付加価値管理会計とスループット会計

水野一郎

I はじめに

1990年代に入って，アメリカ経済の回復と発展を背景にして Goldrattが

提唱してきた TOC(Theory of Constraints : 制約理論）を理論的基礎と

するスループット会計は，各方面で注目を浴びてきている。わが国でもこ

れについての研究は，近年増加している。ただスループットの概念や計算

構造，その役割についてはまだ整理しておかなければならないことも多い。

スループット会計は，多くの論者が指摘するように，一面では直接原価計

算の一形態として把握することができる。また他面ではスループット概念

とその会計が付加価値概念（粗付加価値で控除法の場合）とその会計にき

わめて類似していることを理解することも重要である（宮本 [1998])。た

だ付加価値概念は生産性の側面だけではなく，同時に分配の側面をも内包

しているところに重要な特徴を持っており，この点でスループット概念と

決定的に違っている。

企業経営における付加価値指向とその会計は，第二次大戦後の生産性向

上運動を契機に登場し， 1970年代のイギリス等を中心として発展してきた。

その後の一定の停滞を経て，付加価値指向は， EVAや企業価値の創造をめ

ざす方向に展開してきたと思われる。

以上のような問題意識をベースとして本稿では，付加価値管理会計を構

想してきた立場から，まず付加価値管理会計の基本構造とその意義を明ら
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かにし，次にスループット会計の基本的構造とその意義を考察する。続い

てスループット会計との関連でバックフラッシュ・コスティングを取り上

げて，検討する。バックフラッシュ・コスティングは， J IT環境の下で

開発されてきた原価計算であるが，スループット会計とも結ぴ付く可能性

があるものだと考えられる。そして最後にスループット会計と付加価値会

計などの具体的な適用と展開の一形態として，京セラのアメーバー組織の

業績管理会計を取り上げて，検討することにしたい。

II 付加価値管理会計の甚本構造とその意義

1 • 付加価値管理会計の構造と特徴

付加価値とは「企業が企業自体と従業員の努力によって創造された富」

(ASSC [1975], p.49)であり，一般的には売上断から前給付である外部購

入の材料やサービスを控除して算出される（控除法）。また各種統計などで

付加価値分配項目を加算して付加価値が算出されることもある（加算法）。

こうして算出された付加価値指標を経営管理のために活用する理論と技法

が付加価値管理会計である。

付加価値管理会計の第 1の特徴は，企業の生産性およぴ社会性（分配性）

の分析に必要な会計情報を継続的に経営管理者に提供し，意思決定や業績

評価，成果配分の改善に役立てられることである。生産性は，利益をも包

摂している付加価値の特質からでてくるのだが，収益性の基礎となるもの

である。社会性は，企業によって創造された経営成果である付加価値がど

のように利害関係者に分配されているかを示すもので，企業の内部と外部

との社会関係をあらわしていて企業の安定性と深く関わっているものであ

る。経営管理者は，生産性と社会性についての情報をも考慮することによ

って，企業の長期的・持続的・安定的な企業活動を展開することが可能と

なる。

第2の特徴は，付加価値管理会計では人件費を単なる原価・費用とはみ
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なさずに付加価値から分配される労働成果と考えられており，労使が一体

となりうる経営共同体理念を有していることである。こうした特徴が「共

同体的利益」を求めるかつての日本的経営の基盤に合致しており，付加価

値管理会計が日本的な高付加価値経営のための会計として注目された背景

なのである。

第3は付加価値管理会計の手段的・技術的特徴についてであるが，これ

は従来の利益管理会計の伝統的手法をかなり多く援用することが可能なこ

とである。利益の増大も付加価値の増大も，売上高の拡大と費用の削減に

よって達成される点は共通である。結局重要な相違点は，費用の内容であ

って，労働成果や公共成果以外の非付加価値費用は，いずれの場合にも管

理・削減の対象となるのである。したがって人件費や社会貢献費などの付

加価値を構成する費用の管理以外は，従来の利益管理会計の管理技術を利

用することが可能なのである。

2. 付加価値と限界利益（貢献利益）

付加価値概念と直接原価計算における限界利益ないし貢献利益概念との

数値的近似性は以前から知られているところであった。わが国において付

加価値を活用してきた各社の事例をみても限界利益と付加価値は同義ある

いは関連させて利用されていた（水野 [1994]233-246頁）。このことはイ

ギリスでも同様であり，付加価値と限界利益とを意識的に結ぴ付けて経営

管理に利用しようとする傾向がみられる（水野 [1990],194-197頁）。

イギリス付加価値論者の主張を参考にして，筆者はかつて付加価値と限

界利益の結合を提案したのであるが，今回もあらためて提案したい。限界

利益計算との結合は，経営管理の遂行にあたって加算法による付加価値の

誤解をなくすためにも，また付加価値指標利用の実行可能性を高めるため

にも重要なことである。

ところで岡本清教授は，その著書『原価計算 (5訂版）』の最後の章で「原

価計算の過去，現在，将来」を論じられ，新たに追加されるべき原価計算
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の一つとして「利益配分のための原価計算」を構想され，貢献利益と付加

価値を結ぴつけて経営管理に使用している実際の企業を紹介され，重要な

参考資料になるもとして評価されている。その企業は昭和39年にラッカ

ー・プランからヒントを得て，貢献利益と付加価値を活用して目標管理と

成果配分方式を実施してきたそうである。各製造部門では次のような生産

性指標を目標管理に使っている。

製造部門の労働生産性＝
売上ー変動費

総工数/7.58時間X228

また成果配分には，貢献利益=付加価値の関係を利用して，次のような

算式を用いている。

売上高一変動費＝粗付加価値（＝貢献利益，目標管理に使用）

粗付加価値一労務費（賞与引当金を含まず）一固定費（修繕費，減価償却

費，租税課金，通信費など）＝純付加価値（営業利益＋賞与）

これらの関係を岡本教授は次のような図表 1で表示されている。この企

図表 1 貢献利益概念と付加価値概念との結合

変動費

売

-----r---1――ー［―-―|労務費

粗付加価値

三従業貝ヘ
賞 与 26% 

（貢献利益） 高

------↓ ----

会社へ 内部留保 26% 

国へ 税 金 37% 

株主へ 配当金~

100% ~ 
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業のように賃金と賞与を区分して成果配分としては賞与部分だけを活用し

ている会社はこれまでにもあり（水野 [1994]233~246頁），貢献利益と付

加価値の結合もあいまって，実践可能性としてはきわめて高いものである。

3. 付加価値とキャッシュ・フロー

またイギリスでは，かつて付加価値とキャッシュ・フローを結ぴつけよ

うとする動きがあり，実際にアニュアル・レポートにおいても付加価値・

資金結合計算書が公表されていた。当時では，イングランド・ウェールズ

勅許会計士協会 (ICAEW)の調査 (Surveyof published accounts 1977) 

で紹介されていた Courtaulds社が有名ではあったが， 1986年の United

Biscuits社のアニュアル・レポートでも次の図表 2のような連結付加価

値・資金計算書が公表されていた（水野 [1990]136頁）。

こうした付加価値と資金計算書との結合について， Morleyは，「コーポ

ートレポート」 (ASSC,1975)の中で提示されていたように，付加価値計

算書において粗付加価値概念が用いられていれば，その年の減価償却費と

年間留保利益が一緒に合計され，計算書の末尾に表示されることになり，

この金額は実は会社の営業活動に因って発生したキャッシュ・インフロー

を測定し，表示することになると述べ，次の図表 3のような付加価値・資

金結合計算書を例示している (Morley,[1978] p.110, 伊藤訳[1978]125~ 127 

頁）。

ただ Morley自身は，付加価値・資金結合計算書を，①発生概念に基礎を

置く付加価値計算書と純流動資金（即ち現金と現金等価値の流れに基礎を

置く）の動きに基礎を置く資金計算書と混同していること，②チーム業績

に関する報告と流動性と支払能力に関する報告という全く異なる目的を持

つ二つの計算書を混同していること，などから批判的にみていた。

しかしながら UnitedBiscuits社の連結付加価値・資金計算書が示して

いるように，粗付加価値概念を使用している場合のキャッシュ・フローと

の結合可能性については高く評価すべきであり，その活用と展開を探って
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図表 2 連結付加価値・資金計算書

1986 1985 
£m£m  

営業活動からの付加価値

純売上高 1,818.4 1,806.4 
購入材料・サービス 1,183.9 1,193. 7 

営業活動からの付加価値 634.5 612.7 

付加価値の分配

従業員への給与・ベネフィット 443.7 443.7 
支払利息 12.8 20.5 
経常利益に対する法人税 42.5 31.1 
配当 38.8 32.5 
企業内への留保 96.7 84.9 

634.5 612.7 

資金の源泉

営業活動からの資金

株式発行

固定資産の売却

法人税調整

企業の処分

新規ローン

未払配当の増加

企業買収から生ずる余剰

運転資本の減少

その他、
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2
 資金の運用

固定資産の購入

企業の買収

借入金の返済

臨時積立金への支出

外貨換算調整

運転資本の増加

124.1 92.6 
1. 2 24.5 

24.6 66.6 

22.4 10. 7 
0.4 10.8 

11.3 

172.7 216.5 

正味流動資金の変動

現金貯金・現金等価物

当座借越・短期借入金

90.8 
(20.9) 

69.9 

58.1 

35.9 

94.0 
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図表 3 付加価値．資金結合計算書

£ £ 
売上 X 

マイナス 外部購入価値 x 

粗付加価値 x 
マイナス 従業員への分配 X 

利息の支払 X 

税金の支払 X X 

営業活動からのキャッシュ・フロー X 

その他の資金調達

杜債発行 X 

固定資産販売等 X X 

資金調達総額 £x 

（支払配当がある場合には，資金運用部分で処理する。）

いく必要があるだろう。

4. 付加価値分析の基礎

付加価値管理会計の基礎的な技法として，付加価値指標を用いた付加価

値分析は，従来から付加価値生産性分析と付加価値分配性分析として実施

されてきた。ここではその基本的な展開式を整理しておこう。

(1)付加価値生産性分析

付加価値生産性分析は，通常つぎの 3つの等式で生産要因分析がなされ

てきた。

①付加価値生産性（付加価値／従業員数）＝経営資本集約度（経営資本／従

業員数） X経営資本回転率（売上高／経営資本） X付加価値率（付加価値／

売上高）

この等式は，付加価値生産性を経営資本集約度，経営資本回転率，付加

価値率の 3つに生産要因を分析するものであり，これによって付加価値生

産性の向上が投資対策によるものか，操業度対策によるものか，あるいは

外注対策によるものか，を検討し，またその相互関係をみていくのである。

この等式が基本的なものであるが，これはさらにつぎの②と③の式のよう

にも展開できる。
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②付加価値生産性（付加価値／従業員数）

=1人当り売上高（売上高／従業員数） X付加価値率（付加価値／売上高）

③付加価値生産性（付加価値／従業員数）

＝経営資本集約度（経営資本／従業員数） X経営資本生産性（付加価値／

経営資本）

②の式は， 1人当り売上高と付加価値率に分析するため，付加価値生産

性の向上が，売上高の増大か，あるいは高付加価値化か，いずれの方に重

点があるのかがわかる。③の式は，経営資本生産性すなわち経営資本の投

資効率を一定とすれば，生産性の向上には資本集約度の高度化が不可欠な

ことがわかる。また， 1人当り売上高は，つぎのような式にも分解される

ので，この関連式を用いて生産性の要因分析をすることも可能である。

1人当り売上高（売上高／従業員数）

＝労働装備率（有形固定資産／従業員数） X有形固定資産回転率（売上

高／有形固定資産）

(2)付加価値分配性分析

付加価値分配性は，労働分配率（労働分配額／付加価値），資本分配率（資

本分配額／付加価値），社会分配率（租税公課や社会貢献額などの社会分配

額／付加価値）などであらわされるが，それは，企業の内部と外部との社

会関係を示していて企業の安定性と深く関わっている。とりわけ従業員は，

企業をめぐる利害関係者集団のなかで最も重要な集団の一つであり，企業

の存続と長期的な発展にとっては健全な労使関係の確立が不可欠である。

従業員は，成果分配に当然大きな関心を寄せているが，とくに重要なもの

は賃金水準をあらわす 1人当り労働所得であろう。

そのため付加価値分配性の分析は，通常， 1人当り労働所得からはじま

るつぎのような等式が用いられる。

① 1人当り労働所得（労働収益／従業員数）

＝付加価値生産性（付加価値／従業員数） X労働分配率（労働収益／付加
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価値）

この式は， 1人当り労働所得を付加価値生産性と労働分配率の 2要因に

分解するものであり，これは，労働分配率が一定であれば， 1人当り労働

所得を増加させるためには付加価値生産性の向上が必要なことを示してい

る。逆に付加価値生産性が一定であれば，労働者側の運動などによって労

働分配率を上昇させることにより 1人当り労働所得つまり賃金水準は高く

なる。

上記の式は労働関係をあらわす関連式としてよく利用されるものである

が，そのほかにもつぎのような等式が補足的に用いられる。

② 1人当り労働所得（労働収益／従業員数）

=1人当り売上高（売上高／従業員数） X売上高人件費率（労働収益／売

上高）

この式は， 1人当り労働所得を二つの規定要因，すなわち 1人当り売上

高と売上高人件費率に分解したものである。この②の式は，上記の①式と

は違って売上高に重点を置いたものであり，いわば販売効率指向の要因分

析といえるであろう。またそれは，付加価値を介在させないため，労働収

益を付加価値からの分配というよりも費用として位置づける人件費分析に

事実上なっているのである。

III スループット会計の基本構造とその意義

1. TOCとスループット会計

TOCとは， 1970年代に開発された「OPT(Optimized Production Tech-

nology)」と呼ばれた生産スケジューリング手法を背景として，「スループ

ット (throughput)」の創出と最大化に障害となる制約条件を識別し，それ

を取り除く改善プロセスに焦点を当てるアプローチである。この TOCの

発展には，①「ドラム・バッファー・ロープ (Drum-Buffer-Rope)」(1975

-85年），②「スループットの惟界 (ThroughputWorld)」(1983-91年），③
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「思考プロセス (ThinkingProcesses)」(1990年以降）の 3つの側面があ

る (Dugdaleand Jones, [1996] , p.l)。これらについては参考文献で示し

ているように，わが国でもすでに多くの研究者によって紹介されているた

め，ここではスループット会計に関連する② 「スループットの世界」に限

定して，その特徴を探っておきたい。

Goldrattは，基本的な原理から会計を再編成することを提案した。その

際の重要な測定値が① 「スループット (throughput)」，② 「在庫 (inven-

tory)」，③ 「業務費用 (operationalexpense)」の3つの概念である。これ

らは，次のように定義されている。「スループットとは，当該組織が販売す

ることによってカネを生み出すレート (rate)である。在庫とは，組織が販

売しようとするものを購入する際に投資した全てのカネである。業務費用

とは，組織が在庫をスループットに転換するために支払うすべてのカネで

ある。」 (Goldrattand Cox, [1993], pp.59-60)。これらの定義を具体的に

どのように理解するかは，論者によって異なっているのであるが， Dugdale

and Jones, によれば，スループットは，売上高から販売された製品に関連す

る，会社外部から購入した材料とサービスを控除して算出されるという。

この解釈であればスループットは，イギリスの「コーポレート・レポート」

で提案された付加価値とまったく同じように算定されるということにな

る。在庫は，在庫品 (stock)だけではなく，機械および建物も包含するの

で，伝統的な会計よりも広義のものとなっている。業務費用は，直接であ

ろうと間接であろうと，作業時間であろうとアイドルタイムであろうとす

べての従業員の時間を含む転換費用を範囲に含めている。

2 • スループット会計の計算構造と特徴

Dugdale and Jones, のスループットの解釈を別にすれば，通常，売上高

から直接材料費を控除したものがスループットとみなされている。

Dugdale and Jonesは， Yoshikawaなどのスループット会計の定義を最

もシンプルな定義として紹介し，彼らのスループット報告書（図表 4) を
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例示している (Dugdaleand Jones, [1996], p.11)。
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「スループット会計は， JITの考え方に多くの点で共鳴する会計へのアプ

ローチである。スループット会計は，本質的に，経営者が利用可能な一定

の所与の資源を有していることを前提としている。これらは，現存の建物，

資本設備，そして労働力から構成される。これらの資源を使用しながら，

購入された材料と部品は，売上収入を生み出すために加工されなければな

らない。こうしたシナリオを与えられて，それを実行するために設定され

る最も適切な財務 H的がスループットの最大化 (Goldrattand Cox 

[1984])であり，次のように定義される。

売上高 一 直接材料費 ＝ スループット

他のすべての原価要索は，固定費であると考えられるので，この目的は

企業にとっての最大の利益を生み出すように経営管理者を動機づけるだろ

う。」

図表 4 スループット報告書
£ £ 

売上高 x 
直接材料費 (X) 

スループット X 

直接労務費 (X) 

製造間接費 (X) 

一般管理費 (X) 

販売費 (X) (X) 

営業利益 x 

その他多くの研究者がスループット会計の計算構造について論じ，紹介

しているが，ここではそれらについてすべて紹介できないので，それらを

踏まえながら筆者なりにスループット会計の特徴をとりあえず以下のよう

に整理しておきたい（これについては別稿で論じたい）。

①キャッシュ・フローの重視

企業目標としての「金儲け」，キャッシュ・フロー概念として理解される

スループットの泄界



318 (690) 第 44 巻第 4 号

②発生主義より現金主義的傾向

材料の購入即消費とみなし，在庫の管理と削減に役立てる

③原価計算に対する不信，否定的立場

「原価計算は生産性の第一の敵」 (Goldrattand Cox [1993]) 

④会計システムの簡素化と基本目標への関心の集中

ABCへの対抗

⑤部分最適から全体最適ヘ

コストの世界からスループットの世界へ

IV スループット会計とバックフラッシュ・コスティング

1 • パックフラッシュ・コスティングの意義と内容

バックフラッシュ・コスティングとは， J I T (Just in time)生産シス

テムの下で各種在庫がきわめて少ないかほとんどないという状況を背景と

して登場してきた原価計算方法の一つである。それは，原価の発生を忠実

に跡づけ，製品に凝集させていくという近代会計と伝統的原価計算がある

種の理念としてきた原価凝着 (CostAttachment) という考え方とは異質

なものであり，技術的には仕掛品勘定を設けず，製品完成時や製品販売時

に勘定記入と計算を開始するところに特徴がある。またバックフラッシ

ュ・コスティングは，記帳と計算の単純化と原価の配賦計算を実施しない

ために，きわめてシンプルで分かりやすい原価計算システムになっている。

なお Horngrenらによれば，バックフラッシュ・コスティングには，次

のような 3つのバリエーションがあり，例 2の場合のバックフラッシュ・

コスティングは「超変動原価計算 (supervariablecosting)」あるいは「ス

ループット原価計算」とも呼ばれているようである。

例 1: 勘定記録時点 (TriggerPoints)が材料購入時と製品完成時の場

合。

例 2: 勘定記録時点が材料購入時と製品販売時の場合。
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例 3: 勘定記録時点が製品完成時の場合。

2. スループット会計とバックフラッシュ・コスティング
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前章で取り上げたスループット会計は， TOCを理論的基礎に持つ損益

計算の一形態であった。それは，計算構造が比較的簡単ということに加え

て， JIT生産システムを必ずしも前提としないけれども，間接費の製品

への配賦計算を行わないため，単位当たりの製造間接費の低減をめざして

生産の拡大を図り，在庫の増大につながる行動を抑制するという点でバッ

クフラッシュ・コスティングと共通性を持っている。バックフラッシュ・

コスティングは原価計算の一形態である。スループット会計が部分最適で

はなくて企業全体の目標（利益獲得）の達成を重視し，そこに焦点を集中

させ，できるだけシンプルでわかりやすい計算システムの構築をめざして

いることに注目すれば，原価計算システムとしてバックフラッシュ・コス

ティングを採用し，それと一層緊密に結び付いていくことが考えられる。

バックフラッシュ・コスティングについての Homgrenらの見解を以下で

紹介しておこう。

「バックフラッシュ・コスティングとは，生産が完了する場合のみ製品

に原価を配賦する会計システムである。」 (Homgren/Sundem/Stratton,p. 

549) 

「在庫の様々な段階つまり原材料，仕掛品，各工程や部門の在庫，そし

て製品を通して原価を跡づけていくことは，会計システムを複雑にしてい

る。もし在庫がなければ，すべての原価は，売上原価に直接に賦課され，

会計システムは，大変簡単になるだろう。 JIT生産システムを利用して

いる組織は，通常，在庫が大変少ないかほとんどない。その結果として，

在庫の様々なタイプを通して原価を跡づけていく伝統的会計は，不適切な

ものとなり，組織にとって役に立たないものにさえなるだろう。」 (Hom-

gren/Sundem/Stratton, p.549) 

「バックフラッシュ・コスティングは，材料費と加工費という 2つの原
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価カテゴリーだけを持っている。そのユニークな特徴は，仕掛品勘定がな

いことである。実際材料費は材料勘定に記帳され，実際労務費と間接費は，

加工費勘定に記帳される。原価は，これら 2つの一時的な勘定から直接に

完成品に振り替えられる。」 (Horngren/Sundem/Stratton,p.550) 

「バックフラッシュ・コスティング (delayedcosting, endpoint costing, 

post-deduct costingとも呼ばれている）とは，完成品が現れるまで生産さ

れた製品の状態における変化を記録することを遅らせる原価計算システム

を意味している。それは，製品の製造原価をフラッシュ・アウトするため

に後ろに戻って作業し，予算もしくは標準原価を使用する。そうした遅れ

の極端な形態は，製品の販売時点まで待っことである。通常，バックフラ

ッシュ・コスティングでは仕掛品の勘定記録はない。」 (Horngren/FosterI 

Datar, 1997, p.726) 

v 京セラのアメーバー組織の業績管理会計

1 • アメーバー組織と業績管理

京セラの経営組織の最も特徴的なことは，アメーバー組織と一般に呼ば

れている部門組織単位が基礎組織になっていることである。このアメーバ

一組織は通常数人から数十人で構成され，必要に応じてあたかもアメーバ

ーのように増殖し，解体するきわめて弾力的な組織である。同社には現在，

社員約13,000人で1,200程度のアメーバー組織が存在するようである（三

矢•谷・加護野 1999, 51頁）。このアメーバー組織の変更を決定する指標

がその組織の生産高と時間当たり付加価値なのである。その基本的な関係

をかつて浜田教授が整理されていたのでここで紹介しておきたい（浜田

1989, 47-48頁）。アメーバーの増殖と解体は，生産高と時間当たり付加価

値の両側面から判断され，その組み合わせは図表 5のように 4通りの場合

が考えられる。凶の場合はアメーバーの規模をそのままにしておき,(D)の

場合はすでに組織が解体されているはずで現実に起こらない。 (B)の場合は
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図表 5

1人1時間当たり付加価値

高 1 低

(693) 321 

生産高 f-
高

低
w-c 

竺
⑪

アメーバーの規模を縮小し，組織の配置換えを行い，付加価値生産性を高

めようとするが，効果がないと判断される場合には解体される。 (C)の場合

は付加価値生産性が高いためアメーバーの規模を大きくさせるのである。

2. 時間当たり採算制度と付加価値

このようなアメーバー組織の管理会計システムの核心となるのが時間当

たり採算制度であり，その中心的な評価指標が時間当たり付加価値なので

ある。これらについては近著（稲盛1998, および三矢・谷・加護野1999)

に詳しく紹介されている。ここではそのポイントだけを指摘しておきたい。

計算構造は次のようになっている。

総出荷（社外出荷十社内売）一社内買＝総生産

総生産ー経費（社外からの購入費十人件費以外の販売費・一般管理費＋

その他経費）＝差引売上（付加価値）

差引売上＋アメーバー構成員の総労働時間＝時間当り差引売上（付加価

値）

上式の差引売上がアメーパー組織がつくり出した付加価値であり，京セ

ラの付加価値概念になる。このような計算が各アメーバーで毎日行われ，

それによって業績管理に役立てられる。またこの計算は過程がシンプルな

ので従業員にも理解しやすい成果計算だといわれている。さらに月次に各

事業部ごとの付加価値計算が集計される。これらを示す「時間当たり採算

表」は，次のような図表 6および図表 7を参照していただきたい。

また時間当たり採算の仕組みと特徴は，京セラの稲盛和夫名誉会長の著

書や三矢・谷・加護野教授らの著書などで詳細に紹介し，検討されている



322 (694) 第 44 巻第 4 号

図表 6 襲造部門の採算表

総出荷 （千円） A=B+C 

社外出荷 （千円） B 

社内売 （千円） C 

社内買 （千円） D 

総生産 （千円） E=A-D 

経費合計 （千円） F=(a)+(b)+…+(q) 

原材料費 (a) 

金具・仕入商品費 (b) 

外注加工費 (c) 

修繕費 (d) 

電力費 (e) 

......... ．．． 

......... ... 
金利償却費 徊

部内共通費 (n) 

工場経費 (o) 

内部技術費 (P) 

営業•本社経費 (q) 

差引売上 （千円） G=E-F 

総時間 (h) H=(xXYXz) 

定時間 (x) 

残業時間 (Y} 

部内共通時間 (z) 

当月時間当たり （円/h) I=G7H 

時間当たり生産高 （円/h) J=E7H 

26,800 

6,300 

20,500 

2,200 

24,600 

12,00 

500 

10,000 

200 

100 

100 
... 
... 

300 

100 

200 

100 

300 

12,600 

2,000 

1,800 

100 

100 

6,300 

12,300 

が，それらは以下の諸点に整理できる。なお「」内は三矢• 谷・加護野教

授らの著書の中の小見出しの表現である。（三矢・谷・加護野 [1999],

104-128頁，稲盛 [1998], 121-146頁）。

①現金主義，キャシュ・フロー重視

・「出荷したらすぐ生産」 ・「棚卸資産のないキャッシュの世界」

・「買ったらすぐ経費扱い」 ・「仕掛品計上をしない」

②在庫の削減，徹底した管理

・「目で見る在庫管理」 ・「買い過ぎを抑える」
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図表7 営業部門の採算表

売上高 （千円） A 

総収益 （千円） B=Ax口銭率

経費合計 （千円） C=(a)+(b)+…+(q) 

電話通信費 (a) 

旅費交通費 (b) 

販売手数料 (c) 

販促費 (d) 

広告宣伝費 (e) 

接待費 (f) 

...... ．．． 

...... ... 
賃借料 (P) 

本社経費 (Q) 

差引収益 （千円） D=B-C 

総時間 (h) E=(xXYXz) 

定時間 (x) 

残業時間 (Y) 

部内共通時間 {z) 

当月時間当たり （円/h) F=D-;-E 

累計時間当たり （円/h) G 

一人当たり売上高（千円／人） H=A+I 

人員 （人） I 

受注額 （千円） J 

(695) 323 

105,000 

10,500 

3,400 

400 

300 

600 

100 

200 

400 
... 
... 

300 

300 

7,100 

1,000 

800 

100 

100 

7,100 

5,200 

21,000 

5 

234,500 

③付加価値経営，「付加価値三分法」（従業員への配分，企業の内部留保と

株主への配当，税金の納付）

・「人件費は経費に入れない」 ・「人間は費用ではない」

・「賃率以上の時間当たりが必須」

④会計システムの単純化と明確化，迅速化

・「シンプルでわかりやすい」

・「常に金額で表す」

・「スピーディーに採算を出す」 ・「経営のリズムをワンポイント速める」

・「決算数字と有機的に結ぴつく」
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・「数字は現場に任せる」

・「数字が浸透する」

第 44 巻第 4 号

・「現場が原価を知っている」

・「時間が浸透する」

⑤原価計算に対する疑義と売価還元法

⑥原価主義と原価凝着に対する疑義と市場指向

VI むすぴに代えて

スループットは広義の粗付加価値とも考えられ，スループット会計は付

加価値の生産的側面を表している。バックフラッシュ・コスティングを含

むスループット会計は，多くの優れた特徴をもっているが，成果配分的，

社会分配的，社会関連的視点を欠いている。社会や環境とのコンフリクト

を回避させるためにも社会との共生と労資の共同体的指向をもつ付加価値

会計との結合が必要ではないだろうか。また付加価値会計は，貢献利益や

キャッシュ・フロー会計への展開の可能性をもつ粗付加価値概念を再評価

し，スループット会計を包摂することによって，再興と一層の発展が期待

できるだろう。

図表 8 スループットと付加価値

売上高
I 

直接材料費 スループット

ピピー『：口り響加価値）

その他固定費
金融費用
-------------・ 
人件費
税引前利益

純付加価値
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京セラ会計システムは，スループット会計，バックフラッシュ・コステ

ィング，付加価値会計の思考方法に共通するところが多く，それらの具体

的な適用と展開の一形態とも考えられる。スループットから京セラの付加

価値までを比較して図で示せば前頁の図表8のようになるだろう。
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